	オートオークション


27年４月からの軽自動車の税額上昇、エコカー減税改定等、駆け込み需要要因はあったが、消費増税直前であった前年同期ほどの盛り上がりはなく、出品台数は微減となった。
オートオークションを介しない取引が増加傾向にあること、情報機器や会場に継続的投資が必要なことから、営業力、資金力の差異による二極化が進むものと思われる。
業界の概要
オートオークションとは、古物営業法に基づき古物市場主の許可を得た企業が運営する中古自動車のオークションのことである。インターネットのオークションサイト運営には、古物競りあっせん業者の届出が必要となる。
かつて、中古自動車は、新車販売業者が下取りや買取りしたものを中古自動車販売業者が相対取引で仕入れる形態であったが、品揃えの豊富さや公平性・信頼性の担保という点からオークションでの取引が発展してきた。日本最初のオートオークションは、昭和42年に東京、名古屋、大阪で開催されたもので、現在、中古自動車販売業者の仕入れの７～８割がオートオークション経由と言われている。
出品車の確認方法としては、実際にステージで出品車を動かす方式から、撮影画像をスクリーンに映し出す方式に変わってきている。また、時間短縮のために、一度に複数台を場内のスクリーンに映し、同時にオークションを行う多レーン化が進んでいる。
オークションは、当初、人が取り仕切っていたが、出品台数増加に伴う長時間化やそれに伴うミスの発生、応札者の顔がみえることの弊害等が要因となり、ボタンを押すと価格が上がる機械式が主流となっており、１台あたり20秒前後でオークションが行われている。

また、会場敷地内で出品車の下見ができる現車オークションが中心であるが、インターネットや衛星テレビを介する形態もある。こうした形態の発展に合わせ、現車オークション会場同士の連携が進んでおり、インターネット等を介して他会場のオークションへの参加が可能となっている。

オートオークションは、曜日を定めて毎週１回開催というところが多い。１回あたりの出品台数は、小規模会場で数百台、大規模会場で数千台で、１万台を超える超大規模会場もある。出品車用駐車場のための広大な土地が確保しやすい湾岸地域や車両輸送に便利な幹線道路沿いでの立地が多い。

運営企業は、自動車メーカー系の企業（メーカー系）のほか、ＪＵ（社団法人日本中古自動車販売協会連合会）の会員である各都道府県の商工組合を主体とした企業（ＪＵ系）、地域の有力中古自動車販売業者や自動車買取業者等が設立した企業（企業系）の３つに分けられる。メーカー系はメーカーの新車販売店が中心の会員構成、メーカーの自動車中心の取扱いで、企業系は市場の大きな大都市中心の立地に対し、ＪＵ系では企業系の立地のない県にも多く立地しているなど、各々特徴がある。個別にみると、上場企業や全国展開している企業があるほか、トラックや輸入車、低価格車等、特定分野に特化した企業もみられる。
オートオークションへの参加者は、同法の古物商の許可（許可内容が自身の営業所の外で古物営業を行う「行商する」となっている）を有する業者に限られ、さらに、運営企業により、「常設の営業所を有し、現に営業活動を行っていること」、「車両展示スペースが５台分以上あること」等の条件が課されている。オートオークション創成期には、新車販売業者が出品、中古自動車販売業者が応札という流れが中心であったが、オートオークションの発展に伴い台頭した自動車買取専業者や中古自動車販売業者も出品するようになってきた。また、オートオークション会場で買い取った自動車を別のオートオークションに出すケースがあるほか、近年では、解体用自動車も取引されている。こうした結果、出品者、落札者共様々な業態の業者が参画している（表１）。

全国での出品台数は、ピーク時には850万台程度になった。その後、リーマンショックにより、台数は落ち込んだが、近年は増加傾向に転じている。

業界団体として現・一般財団法人日本オートオークション協議会が平成13年４月に設立され、評価点ガイドラインや修復歴判定マニュアル等の作成や走行メーターの管理等、諸問題の解決に取り組んでいる。

大阪の地位

同協議会の名簿（27年４月現在）をみると、全国には127会場（衛星テレビやインターネットによるオークション運営企業や入札形式で落札者を決める入札会も含む）があり、大阪府内には９会場が立地している。なお、阪神間の湾岸地区にも多く立地しており、兵庫県神戸市と西宮市に７会場がある。
大阪府の出品台数や成約台数のシェアは８％程度で推移している（表２）。なお、大阪府内の会場は、平均出品台数が数百台か数千台程度であるのに対して、全国では、同１万台超の会場がある一方、同数百台の会場も多く、規模の差異が大きい。
中古自動車の販売・登録台数は前年同期より減少
中古自動車は、その供給源として新車販売の影響を大きく受ける。新車販売の27年１～３月期は、４月からの軽自動車の税額上昇、エコカー減税の改定等、駆け込み需要を誘発する要因はあったが、消費税率改定直前の前年同期ほどの需要にはならなかった。
中古自動車でも、駆け込み需要の反動減に加え、買換えサイクルの長期化による良質の中古自動車の減少や円安傾向に伴う中古自動車の輸出増加が、価格上昇や国内市場への供給台数の減少を招いていることなどにより、１～３月期は前年同期を下回ったが、前々年同期と比べると、微増となった（表３）。

出品・成約台数減少により、収益は若干悪化
オートオークション運営企業の主な収入源は、出品者からの出品料、及び、成約時の出品者からの成約料と落札者からの落札料である。料金は、希望価格や自動車の状態等により区分されている。なお、車両代金は運営企業を介して支払われているが、運営企業の収支には反映されない。成約率は全国平均で６割強であるが、メーカー系が企業系やＪＵ系よりも高く、大都市圏が他地域よりも高い傾向にあることから、大阪府内会場では、全国平均よりも高い値で推移している。コスト面では、出品車用駐車場やオートオークションの機械化等の初期投資額が大きく、固定費率は高い。
27年１～３月期の平均出品台数は、前年同期比では５～10％減というところが多い（開催回数の差異により、府内合計値では同3.8％減）が、前々年同期と比べ10％以上増加のところも多い。中古自動車の登録・販売台数の動きよりも減少幅が小さいのは、前述のように、オートオークションでの購入車の転売や輸出向け、解体用自動車等も出品されているためである。なお、成約率では、横ばいから微減というところが多い。
収入の減少に加え、電気料金の値上げ等の影響もあり、利益面でも減少とするところが多い。
　設備投資は継続的に実施
オートオークションの機械化、多レーン化、他会場との連携等で情報化機器が重要な役割を果たしており、その更新や機能強化が必要なほか、会場の改善・改装等で継続的な投資が続けられている。

外注活用の動きがみられる
人手を要する出品車の評価や会場内での移動等では外注活用の動きがみられ、人員数は、横ばいか減少傾向というところが多い。なお、評価基準の明確化や従業員教育等が進んだことから、評価者の違いによる出品車の評価点のばらつきは、小さくなっている。
今後の見通し
自動車業界は、高齢化に伴う免許返上者の増加や若者の自動車離れ、カーシェアリングの台頭という構造的な需要減少要因に直面している。さらに、自動車買取業者やレンタカー運営業者が直接中古自動車を販売したり、インターネット通販や個人取引仲介サイトなど、オートオークションを介さない取引が増えている。
また、消費税率の上昇に伴い、消費税負担のない個人間取引が拡大することも懸念されている。
こうしたなか、運営企業では、他会場との連携や会員サービス強化等により、成約率を高め、より良質の出品車を集める動きを強めている。継続的な更新投資が必要なことも含め、営業力や資金力等の差異による会場の二極化が進むものと思われる。
　　　　　　　（竹原　康幸）
表１　オートオークション会場の業態別構成比　　　
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出品会員 落札会員

新車販売店 31 5

中古車小売業者 32 51

買取会社 11 1

中古車卸売業者 10 9

輸出事業者 5 27

整備事業者 5 3

解体事業者 1 1

その他 5 3


資料：一般社団法人日本オートオークション協議会（2013年）

表２　オートオークションへの出品台数等の推移
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全国 大阪府 シェア

平成24年度 6,175,051 488,016 7.9

うち25年１～３月 1,586,588 131,967 8.3

　　25年度 6,852,899 560,117 8.2

うち26年１～３月 1,823,418 150,987 8.3

　　26年度 6,936,748 564,751 8.1

うち27年１～３月 1,810,493 145,288 8.0

全国 大阪府 シェア 全国 大阪府

平成24年度 3,746,279 324,055 8.7 60.7 66.4

うち25年１～３月 1,057,992 94,280 8.9 66.7 71.4

　　25年度 4,380,006 378,965 8.7 63.9 67.7

うち26年１～３月 1,213,620 105,425 8.7 66.6 69.8

　　26年度 4,397,069 373,457 8.5 63.4 66.1

うち27年１～３月 1,211,155 102,294 8.4 66.9 70.4

全国 大阪府 シェア 全国 大阪府

平成24年度 3,560 318 8.9 1,734.6 1,534.6

うち25年１～３月 926 83 9.0 1,713.4 1,590.0

　　25年度 4,035 344 8.5 1,698.4 1,628.2

うち26年１～３月 1,007 84 8.3 1,810.7 1,797.5

　　26年度 4,183 348 8.3 1,658.3 1,622.8

うち27年１～３月 1,037 85 8.2 1,745.9 1,709.3

成約率

１回当たり出品台数

出品台数

成約台数

開催回数


資料：株式会社プロトコーポレーション調べを集計。

(URL：http://www.goonews.jp/）
（注）全国90会場、大阪府内７会場のデータ。
　　　主催者発表速報値。
表３　普通車、軽自動車の中古自動車登録、販売台数
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普通車

登録台数

軽自動車

販売台数

平成24年度 3,979,117 2,910,625

うち25年１～３月 1,087,552 865,441

　　25年度 3,944,883 3,158,370

うち26年１～３月 1,139,605 1,021,620

　　26年度 3,672,206 3,032,201

うち27年１～３月 1,060,278 965,180


資料：一般社団法人日本自動車販売協会連合会
　一般社団法人全国軽自動車協会連合会

（注）普通車登録台数は、新規・移転・変更の3業務合算の数値である。合計台数には、乗用車（普通・小型）、貨物車（普通・小型）、バスの他に、「特種用途車・大型特殊車・小型三輪貨物車」が含まれる。

　軽自動車販売台数は、新規検査と名義変更の合計である。
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